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地域医療構想において，団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を展望すれば，「効率的
かつ質の高い医療提供体制」と「地域包括ケアシステム」の構築をしていくことが求

められている．今回，国立病院作業療法士協議会では国立病院機構，国立高度専門医療研究セン
ター，国立ハンセン病療養所（以下，国立病院機構等）で働く作業療法士の現状や課題を明らか
にし政策医療の中で筋ジストロフィー（筋ジス），重症心身障害児（重心），精神科疾患の取り組
みを調査したので報告する．
国立病院で働く作業療法士は，平成２９年４月には８８８名．平成１６年２５６名であったが３．５倍に増

えた．平均年齢は３４．４歳．男女比は４：６で女性が多い．経験年数は１０年以下が全体の６３％を占
め，推移では５年未満が減り６年―１５年が増加傾向であり離職が減少している．国立病院で働く
作業療法士の課題は３点．１．３施設の未配置施設があり全施設に作業療法士の配置が望まれ
る．２．一人職場が全国２１施設あり多職種連携等チーム医療に参画するなど一施設複数人数が必
要だと考える．３．管理者配置が少ない．管理者配置は必須条件だと考える．
調査結果より作業療法士が考える今後の取り組みで退院支援の内容は，退院促進，地域支援で

具体的に福祉用具選定や住環境整備である．筋ジス病棟を有する施設からの調査より今後の展望
は，ほとんどの施設が院内・院外両方を充実させていきたいと回答している．また重心病棟を有
する施設からの回答で地域連携の必要性はほとんどの施設で感じていることがわかった．精神科
疾患に対する調査で，入院期間短縮再入院防止の地域連携について取り組みは順調に進んではい
ないことがわかった．
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は じ め に

国立病院（NHO・NC・ハンセン）で
働く作業療法士の現状

国立病院（NHO・NC・ハンセン）で
働く作業療法士の課題

国立病院（NHO・NC・ハンセン）作業療法士
が考える今後の取り組み（調査を通して）

地域医療構想１）において，団塊の世代が７５歳以上
となる２０２５年を展望すれば，「効率的かつ質の高い
医療提供体制」と「地域包括ケアシステム」の構築
が求められている．作業療法士のできることは，図
１に示す基本的能力・応用的能力・社会的適応能力
という３つの能力を維持・改善し情報提供すること，
また環境の調整や社会資源や諸制度の活用を促し，
その人が望む生活実現に向けた生活支援ができるこ
とを掲げている．つまり「自分がやりたいこと」を
自分で決めること，それを実行に移せることが，主
体的な生活を送る上で重要であり，そのような視点
を持つ作業療法士は地域包括ケアシステムの構築に
必要不可欠であると考えている．今回国立病院作業
療法士協議会では，国立病院作業療法士協議会では
国立病院機構，国立高度専門医療研究センター，国
立ハンセン病療養所（以下，国立病院機構等）で働
く作業療法士の現状や課題を明らかにし，政策医療
の中で筋ジストロフィー，重症心身障害，精神科疾
患の取り組みを調査したので報告する．

平成２９年４月には作業療法士数は８８８名．平成１６
年独立行政法人になった際２５６名であったが，診療
報酬改定の追い風もあり毎年５０名弱が増員され３．５
倍に増えた．平均年齢は３４．４歳．男女比は４：６で
女性が多く，年代別の人数は２０代３０代で全体の７３％
を占めている．経験年数は１０年以下が全体の６３％を
占め，急な増員により若く未熟であり組織として人
材育成が急務の状況が続いている．ただ経験年数の
推移は，平成２６年から３年間で５年未満が減り６年

―１５年が増加傾向であり離職が減少している．

課題は３点．①３施設の未配置施設がある．医療
の質の均てん化から全施設に作業療法士の配置が望
まれる．②一人職場が全国２１施設．質の高い医療の
提供や多職種連携等チーム医療に参画するなど，一
施設に複数人数は必要と考える．③管理者配置が少
ない．主任も含めた管理者不在施設は６８施設で全体
の４１％を占める（図２）．リハビリテーション科は，
理学療法士（PhysicalTherapist : PT）・作業療法士
（Occupational Therapist : OT）・言語聴覚療法士
（Speech Language Hearing Therapist : ST）で成
り立ちチーム医療の原点ともいえるが，各職種とも
それぞれ資格があり専門性も別である．その中で作
業療法部門としてスタッフをまとめ，また病院のミ
ッションを見据えた今後の部門の方向性を決定する
管理者は必要と考え，各部門に主任以上の管理者配
置は必須条件と考えている．

作業療法士が在籍している１４６病院で行った退院
支援の内容を平成２９年１月の１カ月間調査した．結
果，残された機能に応じて患者の日常生活動作を効
率的に適応できるような福祉用具選定や住環境整備
のアドバイス，さらに就労支援等も行っていること
がわかった（図３）．
筋ジストロフィーについては，筋ジス病棟を有す
る２６施設からの回答２）により支援学校が８０％は併設
されていて地域支援も８３％行っていることがわかっ

図１ 作業療法士ができること 図２ 管理者配置状況
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た．今後の展望として，ほとんどの施設が院内・院
外両方を充実させていきたいとしている（図４）．
重心については重心病棟を有する５１施設からの回
答３）により地域医療への必要性は９０％の施設で感じ
ていることがわかった（図５）．具体的な地域支援
としては併設されている特別支援学校とのかかわり
や連携であった．施設入所が多くを占める重心病棟
の患者は生活の場が病院であるため学校とのかかわ
りが重要であると考えていた．実際に支援学校への

図４ 筋ジストロフィー病棟における作業療法の今後の取り組み

図３ 作業療法士が取り組む退院支援の内容
IADL : Instrumental Activities Daily Living

図５ 地域医療における重症心身障害医療の必要性
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まとめと考察

訪問指導や教員指導も行っている施設もあったが，
連携の必要性を感じていても必ずしもできていない
状況であった．
精神科病棟を有する２２施設からの回答により，早
期退院・地域移行に向けて具体的には院内横断チー
ムへの参画について６０％実施，１対１の作業療法の
実施９０％実施，退院前訪問指導の３６％実施，訪問看
護に作業療法士の配置は４０％実施していた．この項
目について，実施できていない施設はあるが，実施
していても回数を増やすことができないなど，結果
的に取り組みは順調に進んでいない状況であった．
理由としては図６に示したように収益の減少が予測
されるため自主的に控えている，業務量が多く時間
を確保できない，診療報酬点数の目標クリアのため，
他の業務に取り組めないなどが上がっている．診療
報酬改定で病院収入が下がり経営問題は深刻ではあ
る．しかし作業療法部門の取り組みは，結果として
病院全体のメリットにつながると考えている．

作業療法士は，その人が望む生活を支援できる職
種であり，地域包括ケアの構築に欠かせない職種で
あると考え，日々そのような視点で作業療法に取り
組んでいる．しかし，国立病院における作業療法士
の職場環境としては，未配置施設がある・一人職場
がある・管理職が少ないなどがあり，各病院が掲げ
る地域包括ケアシステムへのミッションに十分に参
画できていない状況が予想される．
調査結果から，地域の生活支援をしたいという意

識は高いことが明らかになった．このようなことか

らも，今後，国立病院作業療法士協議会の方向性と
して，地域の生活支援の実現に向けた職場環境を整
える支援を行うとともに，作業療法士の役割を積極
的にアピールし，その実績を報告する支援を行って
いきたい．

〈本論文は第７１回国立病院総合医学会シンポジウム「リ
ハビリテーションからの変革・チャレンジ －私たちが
本領を発揮する時代を創成しよう－」において「作業
療法士の現状と課題，作業療法の今後の指針，取り組
み」として発表した内容に加筆したものである．〉
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図６ 精神科の取り組みが進まない理由
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